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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光又は熱によって硬化する接着剤組成物と、
　ウレタン基及びエステル基を有するエステルウレタン化合物と、
　導電性粒子と、を含有し、
　前記エステルウレタン化合物の重量平均分子量が５０００～６００００であり、
　基板及びこれの主面上に形成された回路電極を有する回路部材同士を接続するためのフ
ィルム状の回路接続材料。
【請求項２】
　前記接着剤組成物が、ラジカル重合性化合物及び加熱又は光によってラジカルを発生す
るラジカル開始剤を含有する、請求項１記載の回路接続材料。
【請求項３】
　前記ラジカル重合性化合物が、アクリレート基又はメタクリレート基を有するリン酸エ
ステル化合物を含む、請求項２記載の回路接続材料。
【請求項４】
　前記エステルウレタン化合物が芳香族基及び／又は環状脂肪族基を有する、請求項１～
３の何れか一項に記載の回路接続材料。
【請求項５】
　前記エステルウレタン化合物の重量平均分子量が２７０００～６００００である、請求
項１～４の何れか一項に記載の回路接続材料。
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【請求項６】
　第一の基板及びこれの主面上に形成された第一の回路電極を有する第一の回路部材と、
　第二の基板及びこれの主面上に形成された第二の回路電極を有する第二の回路部材とが
、
　請求項１～５の何れか一項に記載の回路接続材料の硬化物からなり前記第一及び第二の
回路部材の間に設けられた回路接続部材によって、前記第一の回路電極と前記第二の回路
電極とが対峙するとともに電気的に接続されるように接続された回路部材の接続構造。
【請求項７】
　前記第一及び第二の回路電極のうち少なくとも一方は、その表面が金、銀、錫、白金族
の金属及びインジウム－錫酸化物からなる群より選ばれる少なくとも一種を含む材料から
なる、請求項６記載の回路部材の接続構造。
【請求項８】
　第一の基板及びこれの主面上に形成された第一の回路電極を有する第一の回路部材と、
　請求項１～５の何れか一項に記載の回路接続材料からなる層と、
　第二の基板及びこれの主面上に形成された第二の回路電極を有する第二の回路部材とを
、
　前記第一の回路電極と前記第二の回路電極とが対峙するようにこの順に積層した積層体
を加熱及び加圧することにより、前記第一の回路電極と前記第二の回路電極とが電気的に
接続されるように前記第一の回路部材と前記第二の回路部材とを接続する、回路部材の接
続方法。
【請求項９】
　前記第一及び第二の回路電極のうち少なくとも一方は、その表面が金、銀、錫、白金族
の金属及びインジウム－錫酸化物からなる群より選ばれる少なくとも一種を含む材料から
なる、請求項８記載の回路部材の接続方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回路電極を有する回路部材同士を接続するための回路接続材料、回路部材の
接続構造及び回路部材の接続方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、精密電子機器の分野では回路の高密度化が進んでおり、電極幅、電極間隔が極め
て狭くなっているため、配線の脱落、剥離や位置ずれが生じ易くなっている。この問題を
解決するため、低温速硬化性に優れ、且つ、十分に長い可使時間を有する電気・電子用の
回路接続材料が開発されている（例えば、特許文献１、２。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開９８／４４０６７号パンフレット
【特許文献２】国際公開０１／０１５５０５号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記従来の回路接続部材は、接続する回路部材を構成する材料の種類に
よっては、接着強度が必ずしも十分でないという問題があった。特に、回路電極を支持す
る基板がポリイミド樹脂、ポリエーテルサルフォン、アクリル樹脂又はガラスで形成され
た基板である場合や、回路部材の表面にシリコーン樹脂、ポリイミド樹脂、アクリル樹脂
等からなる層が形成されている場合に、著しく接着強度が低下するという問題があった。
【０００５】
　そこで、本発明は、ポリイミド樹脂、ポリエーテルサルフォン、アクリル樹脂又はガラ
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スで形成された基板を有する回路部材や、表面にシリコーン樹脂、ポリイミド樹脂、アク
リル樹脂等からなる層が形成されている回路部材を接続したときに、十分な接着強度が得
られる回路接続材料を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するため、本発明の回路接続材料は、光又は熱によって硬化する接着剤
組成物と、ウレタン基及びエステル基を有するエステルウレタン化合物と、導電性粒子と
、を含有し、エステルウレタン化合物の重量平均分子量が５０００～６００００であり、
基板及びこれの主面上に形成された回路電極を有する回路部材同士を接続するためのフィ
ルム状の回路接続材料である。
【０００７】
　本発明の回路接続材料は、接着剤組成物と、ウレタン基及びエステル基を有するエステ
ルウレタン化合物とを併用したことにより、ポリイミド樹脂、ポリエーテルサルフォン、
アクリル樹脂又はガラスで形成された基板を有する回路部材や、表面にシリコーン樹脂、
ポリイミド樹脂、アクリル樹脂等からなる層が形成されている回路部材を接続したときに
、十分な接着強度が得られるものとなった。
【０００８】
　上記接着剤組成物は、ラジカル重合性化合物及び加熱又は光によってラジカルを発生す
るラジカル開始剤を含有するものであることが好ましい。この場合において、金属等の無
機物表面との接着強度をより一層向上できる点から、ラジカル重合性化合物は、アクリレ
ート基又はメタクリレート基を有するリン酸エステル化合物を含むことがより好ましい。
【０００９】
　上記エステルウレタン化合物のガラス転移温度は、５０℃以上であることが好ましい。
エステルウレタン化合物が、ウレタン基及びエステル基を共に有し、且つ、ガラス転移温
度が５０℃以上であることにより、特に高温高湿試験後の接着強度が更に高められる。エ
ステルウレタン化合物がウレタン基及びエステル基のうち一方しか有しないものである場
合、ガラス転移温度が５０℃以上であると、高温高湿環境における接着強度の低下は抑制
され得るものの、初期の接着強度が十分でなくなる。
【００１０】
　また、上記エステルウレタン化合物は、芳香族基及び／又は環状脂肪族基を有すること
が好ましい。上記エステルウレタン化合物の重量平均分子量は２７０００～６００００で
あることがより好ましい。
【００１１】
　本発明の回路接続材料は、導電性粒子を含有する。これにより、同一基板上の回路電極
同士の絶縁状態を維持しつつ、回路部材同士をより安定して電気的に接続できる。
【００１２】
　本発明の回路部材の接続構造は、第一の基板及びこれの主面上に形成された第一の回路
電極を有する第一の回路部材と、第二の基板及びこれの主面上に形成された第二の回路電
極を有する第二の回路部材とが、上記本発明の回路接続材料の硬化物からなり第一及び第
二の回路部材の間に設けられた回路接続部材によって、第一の回路電極と第二の回路電極
とが対峙するとともに電気的に接続されるように接続されたものである。
【００１３】
　また、本発明の回路部材の接続方法は、第一の基板及びこれの主面上に形成された第一
の回路電極を有する第一の回路部材と、上記本発明の回路接続材料からなる層と、第二の
基板及びこれの主面上に形成された第二の回路電極を有する第二の回路部材とを、第一の
回路電極と第二の回路電極とが対峙するようにこの順に積層した積層体を加熱及び加圧す
ることにより、第一の回路電極と第二の回路電極とが電気的に接続されるように第一の回
路部材と第二の回路部材とを接続するものである。
【００１４】
　本発明の回路部材の接続構造は、本発明の回路接続材料により回路部材同士が接続され
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ていることにより、回路部材同士の接着強度が高く、高温高湿下での耐久性にも優れる。
また、本発明の回路部材の接続方法によれば、本発明の回路接続材料により回路部材同士
が接続することにより、回路部材同士の接着強度が高く、高温高湿下での耐久性にも優れ
た回路部材の接続構造が得られる。
【００１５】
　上記の回路部材の接続構造及び回路部材の接続方法において、第一及び第二の回路電極
のうち少なくとも一方は、その表面が金、銀、錫、白金族の金属及びインジウム－錫酸化
物からなる群より選ばれる少なくとも一種を含む材料からなることが好ましい。
【００１６】
　また、上記の回路部材の接続構造及び回路部材の接続方法において、第一及び第二の基
板のうち少なくとも一方が、ポリエーテルサルフォン、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポ
リイミド樹脂及びガラスからなる群より選ばれる少なくとも一種を含む材料からなる基板
であることが好ましい。あるいは、第一及び第二の回路部材のうち少なくとも一方と回路
接続部材との間に、シリコーン樹脂、アクリル樹脂及びポリイミド樹脂からなる群より選
ばれる少なくとも一種を含む層が形成されていることが好ましい。上記本発明の回路接続
材料は、硬化して回路接続部材を形成したときに、これら特定の材料で構成された層との
間で高い接着強度を発現する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、ポリイミド樹脂、ポリエーテルサルフォン、アクリル樹脂又はガラス
で形成された基板を有する回路部材や、表面にシリコーン樹脂、ポリイミド樹脂、アクリ
ル樹脂等からなる層が形成されている回路部材を接続したときに、十分な接着強度が得ら
れる回路接続材料が提供される。また、本発明によれば、接着強度と、これ以外の要求特
性（接続抵抗、絶縁性等）を両立することが容易である。また、本発明によれば、上記の
ような効果を得るための材料組成選択の幅も比較的広い。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明によるフィルム状の回路接続材料の一実施形態を示す断面図である。
【図２】本発明による回路部材の接続構造の一実施形態を示す断面図である。
【図３】本発明による回路部材の接続構造の他の実施形態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の好適な実施形態について、場合により図面を参照して詳細に説明する。
ただし、本発明は以下の実施形態に限定されるものではない。
【００２０】
　本発明の回路接続材料は、光又は熱によって硬化する接着剤組成物を含有する。この接
着剤組成物は、ラジカル重合性化合物及び加熱又は光によってラジカルを発生するラジカ
ル開始剤を含有するものであることが好ましい。
【００２１】
　ラジカル重合性化合物は、活性ラジカルによって重合する官能基を有するものであり、
例えば、アクリル酸エステル化合物、メタクリル酸エステル化合物、マレイミド化合物が
好適に用いられる。光ラジカル重合性化合物は重合性モノマー及び重合性オリゴマーのい
ずれであってもよい。重合性オリゴマーは一般に高粘度であるため、重合性オリゴマーを
用いる場合、低粘度の重合性多官能アクリレートモノマー等の重合性モノマーを併用して
粘度調整することが好ましい。
【００２２】
　アクリル酸エステル化合物又はメタクリル酸エステル化合物としては、エポキシアクリ
レートオリゴマー、ウレタンアクリレートオリゴマー、ポリエーテルアクリレートオリゴ
マー、ポリエステルアクリレートオリゴマー等の重合性オリゴマーや、アクリル酸エステ
ル、メタクリル酸エステル等の重合性モノマーが用いられる。
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【００２３】
　アクリル酸エステルとしては、トリメチロールプロパントリアクリレート、ポリエチレ
ングリコールジアクリレート、ポリアルキレングリコールジアクリレート、ペンタエリス
リトールアクリレート、２－シアノエチルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、
ジシクロペンテニルアクリレート、ジシクロペンテニロキシエチルアクリレート、２－（
２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、２－エトキシエチルアクリレート、２－エ
チルヘキシルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレ
ート、ヒドロキシプロピルアクリレート、イソボルニルアクリレート、イソデシルアクリ
レート、イソオクチルアクリレート、ｎ－ラウリルアクリレート、２－メトキシエチルア
クリレート、２－フェノキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルフリールアクリレー
ト、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト、アリルアクリレート等の、単官能若しくは多官能のアクリレートモノマーが挙げられ
る。
【００２４】
　メタクリル酸エステルとしては、上記アクリル酸エステルと類似した化合物である、ｔ
－ブチルアミノエチルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、ジシクロペンテ
ニロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、イソボルニルメ
タクリレート、イソデシルメタクリレート、ｎ－ラウリルアクリレート、ステアリルメタ
クリレート、トリデシルメタクリレート、グリシジルメタクリレート、アリルメタクリレ
ート等の、単官能若しくは多官能のメタクリレートモノマーが挙げられる。
【００２５】
　アクリル酸エステル又はメタクリル酸エステルとしては、上記の他、アクリレート基又
はメタクリレート基を有するリン酸エステル化合物が好適に用いられる。このリン酸エス
テル化合物としては、例えば、下記一般式（１）で表される化合物が好ましい。式（１）
中、ｎは１～３の整数を示し、Ｒは水素原子又はメチル基を示す。式（１）で表される化
合物の具体例としては、モノ（２－メタクリロイルオキシエチル）アシッドフォスフェー
ト、ジ（２－メタクリロイルオキシエチル）アシッドフォスフェートが挙げられる。この
リン酸エステル化合物は、例えば、無水リン酸と２－ヒドロキシエチルアクリレートの反
応により、合成される。
【００２６】
【化１】

【００２７】
　マレイミド化合物としては、マレイミド基を少なくとも２個以上有するものが好ましい
。マレイミド基を２個以上有するマレイミド化合物としては、例えば、１－メチル－２、
４－ビスマレイミドベンゼン、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－ｐ
－フェニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－ｍ－トルイレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４
，４－ビフェニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（３，３’－ジメチル－ビフェ
ニレン）ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（３，３’－ジメチルジフェニルメタン）
ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（３，３’－ジエチルジフェニルメタン）ビスマレ
イミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ジフェニルメタンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ジフ
ェニルプロパンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ジフェニルエーテルビスマレイミド
、Ｎ，Ｎ’－３，３’－ジフェニルスルホンビスマレイミド、２，２－ビス（４－（４－
マレイミドフェノキシ）フェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｓ－ブチル－４－８（
４－マレイミドフェノキシ）フェニル）プロパン、１，１－ビス（４－（４ーマレイミド
フェノキシ）フェニル）デカン、４，４’－シクロヘキシリデン－ビス（１－（４マレイ
ミドフェノキシ）－２－シクロヘキシルベンゼン、２，２－ビス（４－（４－マレイミド
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フェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン等が挙げられる。これらは単独で又は複
数種組み合わせて用いられる。
【００２８】
　ラジカル重合性化合物としては、上記の化合物を必要に応じて単独又は複数種混合して
用いられる。特に、回路接続材料の硬化収縮を抑制できることや、硬化物に柔軟性を付与
できることから、ウレタンアクリレートオリゴマーが好ましく、このウレタンアクリレー
トと重合性モノマーの１種以上を併用することがより好ましい。
【００２９】
　加熱又は光によってラジカルを発生するラジカル開始剤としては、有機過酸化物、アゾ
系化合物、光開始剤のような、加熱及び光照射のうち少なくとも何れか一方の処理により
活性ラジカルを発生する化合物が用いられる。
【００３０】
　有機過酸化物及びアゾ系化合物は、主として加熱により活性ラジカルを発生する。これ
らの化合物をラジカル開始剤として用いる場合、有機化酸化物及び／又はアゾ系化合物か
ら１種または２種以上を、目的とする接続温度、接続時間、ポットライフ等により適宜選
択する。
【００３１】
　有機過酸化物は、高い反応性と十分なポットライフの両立の点から、半減期１０時間の
温度が４０℃以上、且つ、半減期１分の温度が１８０℃以下であることが好ましく、半減
期１０時間の温度が６０度以上、且つ、半減期１分の温度が１７０以下であることがより
好ましい。また、有機化酸化物は、回路部材の回路電極（接続端子）の腐食を防止するた
めに、塩素イオンや有機酸の含有量が５０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、さらに
、加熱分解後に発生する有機酸が少ないものがより好ましい。
【００３２】
　有機化酸化物としては、具体的には、ジアシルパーオキサイド、ジアルキルパーオキサ
イド、パーオキシジカーボネート、パーオキシエステル、パーオキシケタール、ハイドロ
パーオキサイド、シリルパーオキサイド等が好適に用いられる。
【００３３】
　ジアシルパーオキサイドとしては、イソブチルパーオキサイド、２，４－ジクロロベン
ゾイルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオキサイド、オクタノ
イルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ステアロイルパーオキサイド、スクシ
ニックパーオキサイド、ベンゾイルパーオキシトルエン、ベンゾイルパーオキサイド等が
挙げられる。
【００３４】
　ジアルキルパーオキサイドとしては、α，α’ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプ
ロピルベンゼン、ジクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチル
パーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド等が挙げられる。
【００３５】
　パーオキシジカーボネートとしては、ジ－ｎ－プロピルパーオキシジカーボネート、ジ
イソプロピルパーオキシジカーボネート、ビス（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオ
キシジカーボネト、ジ－２－エトキシメトキシパーオキシジカーボネート、ジ（２－エチ
ルヘキシルパーオキシ）ジカーボネート、ジメトキシブチルパーオキシジカーボネート、
ジ（３－メチル－３－メトキシブチルパーオキシ）ジカーボネート等が挙げられる。
【００３６】
　パーオキシエステルとしては、クミルパーオキシネオデカノエート、１，１，３，３－
テトラメチルブチルパーオキシネオデカノエート、１－シクロヘキシル－１－メチルエチ
ルパーオキシノエデカノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ブチル
パーオキシピバレート、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘ
キサノネート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（２－エチルヘキサノイルパーオキシ）ヘ
キサン、１－シクロヘキシル－１－メチルエチルパーオキシ－２－エチルヘキサノネート
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、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エ
チルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、１，１－ビス（ｔ－ブチル
パーオキシ）シクロヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、
ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシ
ラウレート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｍ－トルオイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ
－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチル
ヘキシルモノカーボネート、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオキ
シアセテート、ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサヒドロテレフタレート等が挙げられる
。
【００３７】
　パーオキシケタールとしては、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５
－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン
、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１
，１－（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデカン、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ
）デカン等が挙げられる。
【００３８】
　ハイドロパーオキサイドとしては、ジイソプロピルベンゼンハイドロパーオキサイド、
クメンハイドロパーオキサイド等が挙げられる。
【００３９】
　シリルパーオキサイドとしては、ｔ－ブチルトリメチルシリルパーオキサイド、ビス（
ｔ－ブチル）ジメチルシリルパーオキサイド、ｔ－ブチルトリビニルシリルパーオキサイ
ド、ビス（ｔ－ブチル）ジビニルシリルパーオキサイド、トリス（ｔ－ブチル）ビニルシ
リルパーオキサイド、ｔ－ブチルトリアリルシリルパーオキサイド、ビス（ｔ－ブチル）
ジアリルシリルパーオキサイド、トリス（ｔ－ブチル）アリルシリルパーオキサイド等が
挙げられる。
【００４０】
　これら有機化酸化物及びアゾ系化合物は、単独でまたは複数種を混合して使用すること
ができる。また、分解促進剤、抑制剤等を併用してもよい。更に、これらの化合物をポリ
ウレタン系、ポリエステル系の高分子化合物等で被覆してマイクロカプセル化したものが
、長い可使時間が得られるため、好ましい。
【００４１】
　光開始剤としては、例えば、ベンゾインエチルエーテル、イソプロピルベンゾインエー
テル等のベンゾインエーテル、ベンジル、ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等の
ベンジルケタール、ベンゾフェノン、アセトフェノン等のケトン類およびその誘導体、チ
オキサントン類、ビスイミダゾール類等が好適に用いられる。
【００４２】
　光開始剤を用いる場合、用いる光源の波長や所望の硬化特性等に応じて、最適な光開始
剤が選択される。また、光開始剤は、必要に応じて、アミン類、イオウ化合物、リン化合
物等の増感剤を任意の比率で併用してもよい。
【００４３】
　増感剤としては、脂肪族アミン、芳香族アミン、含窒素環状構造を有するピペリジン等
の環状アミン、ｏ－トリルチオ尿素、ナトリウムジエチルジチオホスフェート、芳香族ス
ルフィン酸の可溶性塩、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－ｐ－アミノベンゾニトリル、Ｎ，Ｎ’－ジ
エチル－ｐ－アミノベンゾニトリル、Ｎ，Ｎ’－ジ（β－シアノエチル）－ｐ－アミノベ
ンゾニトリル、Ｎ，Ｎ’－ジ（β－クロロエチル）－ｐ－アミノベンゾニトリル、トリ－
ｎ－ブチルホスフィン等が好ましい。
【００４４】
　あるいは、プロピオフェノン、アセトフェノン、キサントン、４－メチルアセトフェノ
ン、ベンゾフェノン、フルオレン、トリフェニレン、ビフェニル、チオキサントン、アン
トラキノン、４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエ
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チルアミノ）ベンゾフェノン、フェナントレン、ナフタレン、４－フェニルアセトフェノ
ン、４－フェニルベンゾフェノン、１－ヨードナフタレン、２－ヨードナフタレン、アセ
ナフテン、２－ナフトニトリル、１－ナフトニトリル、クリセン、ベンジル、フルオラン
テン、ピレン、１，２－ベンゾアントラセン、アクリジン、アントラセン、ペリレン、テ
トラセン、２－メトキシナフタレン等の非色素系増感剤、チオニン、メチレンブルー、ル
ミフラビン、リボフラビン、ルミクロム、クマリン、ソラレン、８－メトキシソラレン、
６－メチルクマリン、５－メトキシソラレン、５－ヒドロキシソラレン、クマリルピロン
、アクリジンオレンジ、アクリフラビン、プロフラビン、フルオレセイン、エオシンＹ、
エオシンＢ、エリトロシン、ローズベンガル等の色素系増感剤を用いることができる。
【００４５】
　ラジカル開始剤としては、以上のような光開始剤と、有機化酸化物、アゾ系化合物等の
熱によりラジカルを発生する化合物とを併用してもよい。
【００４６】
　接着剤組成物は、エポキシ樹脂及びこれの硬化剤を含有するものであってもよい。エポ
キシ樹脂としては、１分子内に２個以上のグリシジル基を有する各種のエポキシ化合物等
を単独にあるいは２種以上を混合して用いられる。具体的には、エピクロルヒドリンとビ
スフェノールＡやＦ、ＡＤ等から誘導されるビスフェノール型エポキシ樹脂、エピクロル
ヒドリンとフェノールノボラックやクレゾールノボラックから誘導されるエポキシノボラ
ック樹脂やナフタレン環を含んだ骨格を有するナフタレン系エポキシ樹脂、グリシジルア
ミン型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂等が挙げられる。
エポキシ樹脂は、不純物イオン（Ｎａ＋、Ｃｌ－等）や、加水分解性塩素等を３００ｐｐ
ｍ以下に低減した高純度品であることが、エレクトロンマイグレーション防止のために好
ましい。
【００４７】
　エポキシ樹脂の硬化剤としては、十分に長いポットライフを得るため、潜在性硬化剤が
好ましい。イミダゾール系、ヒドラジド系、三フッ化ホウ素－アミン錯体、スルホニウム
塩、アミンイミド、ポリアミンの塩、ジシアンジアミドや、これらの硬化剤をポリウレタ
ン系、ポリエステル系の高分子物質等で被覆してマイクロカプセル化したもの挙げられる
。これらは、単独または混合して使用することができ、分解促進剤、抑制剤等を併用して
もよい。
【００４８】
　本発明の回路接続材料は、以上のような接着剤組成物と、ウレタン基及びエステル基を
有する有機化合物（以下「エステルウレタン化合物」という場合がある。）とを組み合わ
せたものである。エステルウレタン化合物は、ウレタン基及びエステル基をその主鎖中に
有することが好ましい。
【００４９】
　このエステルウレタン化合物は、例えば、ポリエステルポリオールと、ジイソシアネー
トとの反応により、得られる。この反応により得られるエステルウレタン化合物は、一般
に、ポリエステルウレタン樹脂と称される場合がある。
【００５０】
　ジイソシアネートとしては、２，４－トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネ
ート（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）などの、芳香族、脂環族、ま
たは脂肪族のジイソシアネートが好適に用いられる。
【００５１】
　ポリエステルポリオールは、例えば、ジカルボン酸とジオールとの反応により、得られ
る。ジカルボン酸としては、テレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、セバチン酸など
の芳香族や脂肪族ジカルボン酸が好ましい。ジオールとしては、エチレングリコール、プ
ロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコールのようなグリコール類が好ましい
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。
【００５２】
　エステルウレタン化合物のガラス転移温度は、５０℃以上であることが好ましい。エス
テルウレタン化合物は、ポリエステルポリオールやジイソシアネートの種類や、分子量等
を適宜調整することにより、そのガラス転移温度を５０℃以上とすることができる。
【００５３】
　エステルウレタン化合物は、アニオン性を有することが好ましい。これにより、接着強
度が更に向上する。アニオン性を有するエステルウレタン化合物は、ポリエステルポリオ
ールとジイソシアネートとの反応の際に、側鎖にスルホン酸基やカルボキシル基を有する
ジオールやジアミン類を共重合させることにより得られる。
【００５４】
　エステルウレタン化合物は、ベンゼン環等を含む芳香族基や、シクロヘキサン環等を含
む環状脂肪族基を有することが好ましい。
【００５５】
　エステルウレタン化合物は、２種類以上混合して使用することができる。例えば、芳香
族ポリエステルポリオールと脂肪族ジイソシアネートとの反応により得られるものと、脂
肪族ポリエステルポリオールと芳香族ジイソシアネートとの反応により得られるものとを
組み合わせることができる。
【００５６】
　エステルウレタン化合物は、重量平均分子量が５０００～１０００００であることが好
ましい。重量平均分子量が５０００未満であると、フィルム状に成形する際のフィルム形
成性が低下する傾向にあり、重量平均分子量が２０００００を超えると、溶剤への溶解性
や相溶性が低下して、フィルム状に成形するための塗工液を調製することが困難となる傾
向にある。
【００５７】
　エステルウレタン化合物は、ラジカル重合性を有する不飽和二重結合及び／またはエポ
キシ基を有していることが好ましい。これにより、回路接続材料を硬化するときに、接着
剤組成物中のエポキシ樹脂やラジカル重合性化合物と反応して、回路接続材料の硬化物の
弾性率や耐熱性が向上する。
【００５８】
　回路接続材料は、以上説明したような成分の他、水酸基含有樹脂を含有していてもよい
。水酸基含有樹脂としては、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリアミド
、ポリエステル、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、ポリウレタン（上記
エステルウレタン化合物を除く。）などの樹脂が用いられる。この中でも、フェノキシ樹
脂が特に好ましい。これらの水酸基含有樹脂を用いることにより、硬化時の応力緩和性に
優れ、水酸基によって接着性が更に向上する。
【００５９】
　水酸基含有樹脂の重量平均分子量は１００００以上であることが好ましく、１００００
～１００００００であることがより好ましい。水酸基含有樹脂の重量平均分子量が１００
００００を超えると、他の成分との混合性が低下する傾向にある。また、水酸基含有樹脂
のガラス転移温度は、－５０℃以上であることが好ましい。
【００６０】
　耐熱性の更なる向上のため、水酸基含有樹脂は、ラジカル重合性の官能基を有している
ことが、好ましい。但し、この場合には、水酸基含有樹脂は、上述のラジカル重合性化合
物として用いられる。また、水酸基含有樹脂は、カルボキシル基含有エラストマー、エポ
キシ基含有エラストマー等によって変性されていてもよい。
【００６１】
　回路接続材料は、応力緩和に優れるものとするため、アクリルゴムを含有することが好
ましい。アクリルゴムとしては、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステ
ル及びアクリロニトリルのうち少なくとも一種のアクリル系モノマーを重合した重合体又



(10) JP 4844677 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

は共重合体が用いられる。アクリルゴムは、上記モノマーを、グリシジルアクリレート又
はグリシジルメタクリレートと共重合体したものであってもよい。アクリルゴムの重量平
均分子量（重量平均）は、回路接続材料の凝集力を高める点から、２０万以上であること
が好ましい。
【００６２】
　回路接続材料は、スチレン樹脂を含有していてもよい。スチレン樹脂は、スチレン単体
を重合したものであってもよいし、スチレンを無水マレイン酸化合物、マレイミド化合物
うち少なくとも１つとスチレンを共重合した共重合体であってよい。スチレン樹脂の重量
平均分子量（重量平均）は、回路接続材料の凝集力を高める点から、１０万以上であるこ
とが好ましい。
【００６３】
　回路接続材料は、さらに、充填剤、軟化剤、促進剤、老化防止剤、着色剤、難燃化剤、
チキソトロピック剤、カップリング剤及びフェノール樹脂やメラミン樹脂、イソシアネー
ト類等を含有していてもよい。
【００６４】
　充填剤を含有させた場合、接続信頼性等の向上が得られるので好ましい。充填剤の最大
径が導電性粒子の粒径未満であることが好ましく、その量は５～６０体積部（接着剤組成
物１００体積部に対して）の範囲が好ましい。６０体積部を越えると信頼性向上の効果が
飽和することがあり、５体積部未満では添加の効果が少ない。カップリング剤としては、
ビニル基、アクリル基、アミノ基、エポキシ基、及びイソシアネート基含有物が、接着性
の向上の点から好ましい。
【００６５】
　回路接続材料は、導電性粒子を含有していることが好ましい。導電性粒子が含有されて
いなくとも、回路電極同士の直接接触により回路部材を接続することが可能であるが、導
電粒子を含有することにより、より安定して接続することが可能となる。
【００６６】
　導電性粒子としては、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｃｕ、はんだ等の金属の粒子やカーボン粒子
等が挙げられる。ポットライフを十分に長くするため、導電性粒子は、Ａｕ、Ａｇ、白金
属の金属を含むことが好ましく、Ａｕを含むことがより好ましい。
【００６７】
　導電性粒子は、Ｎｉ等の遷移金属や、非導電性のガラス、セラミック、プラスチック等
で形成された粒子を核として、その表面をＡｕ等の貴金属からなる被覆層で被覆したもの
であることが好ましい。このような貴金属の被覆層を有する導電性粒子は、回路接続材料
を加熱及び加圧したときに変形することにより回路電極との接触面積が増加して、信頼性
がより向上する。貴金属の被覆層の厚みは、良好な接続抵抗を得るためには、１００オン
グストローム以上であることが好ましい。更に、核がＮｉ等の遷移金属の粒子である場合
には、被覆層の厚みは３００オングストローム以上であることがより好ましい。被覆層の
厚みが３００オングストローム未満である場合、導電性粒子を樹脂中に分散する際等に被
覆層の一部が欠損したときに、酸化還元作用により遊離ラジカルが発生して、回路接続材
料の保存安定性が低下する傾向にある。
【００６８】
　導電性粒子の量は、接着剤組成物１００体積部に対して、０．１～３０体積部であるこ
とが好ましい。過剰な導電性粒子による隣接回路の短絡等を防止するためには、０．１～
１０体積部とするのがより好ましい。
【００６９】
　図１は、本発明によるフィルム状の回路接続材料の一実施形態を示す断面図である。フ
ィルム状の回路接続材料１は、複数の導電性粒子５が、接着剤組成物及びエステルウレタ
ン化合物等を含有する樹脂組成物層３中に分散した回路接続材料がフィルム状に成形され
たものである。フィルム状の回路接続材料１は、例えば、支持フィルム上に回路接続材料
を所定の厚みで塗工することにより、作製することができる。支持フィルムとしては、離
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型性を有するように表面処理されたＰＥＴフィルム等が好適に用いられる。
【００７０】
　フィルム状の回路接続材料１は、対向する１対の回路部材同士間に挟まれた状態で加熱
及び加圧されたときに、溶融流動して対峙する回路電極同士を電気的に接続した後、硬化
して接着強度を発現する。したがって、フィルム状の回路接続材料１の流動性は重要であ
る。具体的には、フィルム状の回路接続材料１（厚み３５μｍ、５ｍｍ×５ｍｍ）を、２
枚のガラス板（厚み０．７ｍｍ、１５ｍｍ×１５ｍｍ）の間に挟んだ状態で、１５０℃、
２ＭＰａ、１０秒の加熱及び加圧を行ったときに、回路接続材料１の初期の面積（Ａ）と
加熱及び加圧後の面積（Ｂ）を用いて表される流動性の指標（Ｂ）／（Ａ）の値が、１．
３～３．０であることが好ましく、１．５～２．５であることがより好ましい。（Ｂ）／
（Ａ）の値が１．３未満では流動性が不足して良好な接続が得られなくなる傾向にあり、
３．０を超えると、気泡が発生して信頼性が低下する傾向にある。
【００７１】
　フィルム状の回路接続材料１は１層のみ有するが、本発明の回路接続材料は、これに代
えて、組成の異なる複数の層を有するフィルムに成形された状態で用いてもよい。特に、
回路接続材料が導電性粒子を含有し、回路接続材料中の接着剤組成物が加熱又は光によっ
てラジカルを発生するラジカル開始剤を含有する場合には、回路接続材料を、加熱又は光
によってラジカルを発生するラジカル開始剤を含有する層と、導電性粒子を含有する層と
を別々に有する多層のフィルムとすることが好ましい。これにより、より長い可使時間が
得られる。
【００７２】
　フィルム状の回路接続材料１は、例えば、半導体チップ、抵抗体チップ、コンデンサチ
ップ等のチップ部品や、プリント基板等のような回路部材同士を接続するために用いられ
る。
【００７３】
　図２は、本発明による回路部材の接続構造の一実施形態を示す断面図である。図２に示
す回路部材の接続構造１０１は、第一の基板１１及びこれの主面上に接着剤層１２を介し
て形成された第一の回路電極１３を有する第一の回路部材１０と、第二の基板２１及びこ
れの主面上に形成された第二の回路電極２３を有する第二の回路部材２０とが、上述の回
路接続材料が硬化した硬化物からなり第一及び第二の回路部材１０，２０の間に形成され
た回路接続部材１ａによって接続されたものである。回路部材の接続構造１０１において
は、第一の回路電極１３と第二の回路電極２３とが対峙するとともに電気的に接続されて
いる。
【００７４】
　回路接続部材１ａは、接着剤組成物及びエステルウレタン化合物等を含有する樹脂組成
物の硬化物３ａ及びこれに分散している導電性粒子５から構成される。第一の回路電極１
３と第二の回路電極２３とは、導電性粒子５を介して電気的に接続されている。回路接続
部材１ａの４０℃での弾性率は１００～３０００ＭＰａであることが好ましく、５００～
２０００ＭＰａであることがより好ましい。
【００７５】
　第一の基板１１は、ポリエーテルサルフォン、エポキシ樹脂、アクリル樹脂及びポリイ
ミド樹脂からなる群より選ばれる少なくとも１種の樹脂を含む樹脂フィルムである。
【００７６】
　回路電極１３は、電極として機能し得る程度の導電性を有する材料（好ましくは金、銀
、錫、白金族の金属及びインジウム－錫酸化物からなる群より選ばれる少なくとも一種）
で形成されている。複数の回路電極１３が、接着剤層１２を介して第一の基板１１の主面
上に接着されている。接着剤層１２は、回路部材において通常用いられる接着剤等で形成
される。
【００７７】
　第二の基板２１はガラス基板であり、第二の基板２１の主面上には、複数の第二の回路
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電極２３が形成されている。
【００７８】
　回路部材の接続構造１０１は、例えば、第一の回路部材１０と、上記のフィルム状の回
路接続材料１と、第二の回路部材２０とを、第一の回路電極１３と第二の回路電極２３と
が対峙するようにこの順に積層した積層体を加熱及び加圧することにより、第一の回路電
極１３と第二の回路電極２３とが電気的に接続されるように第一の回路部材１０と第二の
回路部材２０とを接続する方法によって、得られる。
【００７９】
　この方法においては、まず、支持フィルム上に形成されているフィルム状の回路接続材
料１を第二の回路部材２０上に貼り合わせた状態で加熱及び加圧して回路接続材料１を仮
接着し、支持フィルムを剥離してから、第一の回路部材１０を回路電極を位置合わせしな
がら載せて、積層体を準備することができる。
【００８０】
　上記積層体を加熱及び加圧する条件は、回路接続材料中の接着剤組成物の硬化性等に応
じて、回路接続材料が硬化して十分な接着強度が得られるように、適宜調整される。
【００８１】
　図３は、本発明による回路部材の接続構造の他の実施形態を示す断面図である。図３に
示す回路部材の接続構造１０２は、第一の回路部材１０において、第一の基板１１の主面
上に第一の回路電極１３が直接形成されている他は、回路部材の接続構造１０１と同様の
ものである。
【００８２】
　回路部材の接続構造１０２のように、回路接続部材１ａが、ポリエーテルサルフォン、
エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂及びガラスといった材料で形成された基板
と直接密着するような構成の場合、従来の回路接続材料では十分な接着強度を得ることが
困難であった。これに対して、回路部材の接続構造１０２においては、回路接続部材１ａ
が上記本発明の回路接続材料の硬化物であることにより、高温高湿環境下においても、十
分な接着強度を維持できる。このような効果は、回路接続部材と回路部材との間に、ポリ
イミド樹脂、アクリル樹脂、シリコーン樹脂等を含有する層が形成されている場合にも、
得られる。
【実施例】
【００８３】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、本発明についてより具体的に説明する。ただし、本
発明は以下の実施例に限定されるものではない。
【００８４】
（ポリエステルウレタン樹脂の調製方法）
　ジカルボン酸とジオールとの反応により得られたポリエステルポリオールをメチルエチ
ルケトンに溶解した溶液を、撹拌機、温度計、コンデンサーおよび真空発生装置と窒素ガ
ス導入管を具備したヒーター付きステンレススチール製オートクレーブに投入した。次い
で、イソシアネートを所定量投入し、触媒としてジブチル錫ラウレートをポリエステルポ
リオール１００重量部に対して０．０２重量部となる量投入し、７５℃で１０時間反応さ
せた後、４０℃まで冷却した。さらに、ピペラジンを加えて３０分反応させることにより
鎖延長した後、トリエチルアミンで中和させた。
【００８５】
　上記反応後の溶液を純水に滴下すると、溶剤及び触媒が水に溶解するとともに、エステ
ルウレタン化合物としてのポリエステルウレタン樹脂が析出した。析出したポリエステル
ウレタン樹脂を真空乾燥機で乾燥し、ポリエステルウレタン樹脂を得た。
【００８６】
（実施例１）
（ポリエステルウレタン樹脂Ａの合成）
　ジガルボン酸としてのテレフタル酸、ジオールとしてのプロピレングリコール、イソシ
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アネートにとしての４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートを、テレフタル酸／プ
ロピレングリコール／４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートのモル比が１．０／
１．３／０．２５となるような量で用い、上記手順に従ってポリエステルウレタン樹脂Ａ
を得た。ポリエステルウレタン樹脂Ａの重量分子量をゲル浸透クロマトグラフィーによっ
て測定したところ、２７０００であった。
【００８７】
　ポリエステルウレタン樹脂Ａをメチルエチルケトンに２０重量％となるように溶解した
メチルエチルケトン溶液を、片面を表面処理したＰＥＴフィルム（厚み８０μｍ）に塗工
装置を用いて塗布し、７０℃、１０分の熱風乾燥により、厚みが３５μｍのフィルムを形
成させた。このフィルムについて、広域動的粘弾性測定装置を用い、引っ張り荷重５ｇｆ
、周波数１０Ｈｚの条件で弾性率の温度依存性を測定した。得られた弾性率－温度曲線に
おいて、ガラス転移領域の前後それぞれにおけるベースラインを延長した直線から縦軸方
向に等距離にある直線と、ガラス転移領域の階段状変化部分の曲線とが交わる点の温度（
中間点ガラス転移温度）をポリエステルウレタン樹脂Ａのガラス転移温度として求めたと
ころ、１０５℃であった。
【００８８】
（回路接続材料）
　重量平均分子量８００のポリカプロラクトンジオール４００重量部、２－ヒドロキシプ
ロピルアクリレート１３１重量部、触媒としてのジブチル錫ジラウレート０．５重量部及
び重合禁止剤としてのハイドロキノンモノメチルエーテル１．０重量部を、５０℃に加熱
しながら攪拌して混合した。次いで、イソホロンジイソシアネート２２２重量部を滴下し
、更に攪拌しながら８０℃に昇温してウレタン化反応を進行させた。イソシアネート基の
反応率が９９％以上になったことを確認後、温度を下げて、ラジカル重合性化合物として
のウレタンアクリレートを得た。
【００８９】
　ポリスチレンを核とする粒子の表面に、厚み０．２μｍのニッケル層及び厚み０．０４
μｍの金層をこの順で形成させて、平均粒径１０μｍの導電性粒子を作製した。
【００９０】
　固形分の重量で、ポリエステルウレタン樹脂Ａ５０ｇ、ウレタンアクリレート樹脂４９
ｇ、リン酸エステル型アクリレート１ｇ、ラジカル開始剤であるｔ－ヘキシルパーオキシ
２－エチルヘキサノネート５ｇとなるように各成分を混合し、更に、導電性粒子を全体の
３体積％となるような量加えてこれを均一に分散させて、塗工用の分散液を得た。分散液
の調製の際、ポリエステルウレタン樹脂Ａはメチルエチルケトンに２０質量％の濃度で溶
解した溶液の状態で、ｔ－ヘキシルパーオキシ２－エチルヘキサノネートは５０重量％Ｄ
ＯＰ溶液（日本油脂株式会社製、商品名「パーキュアＨＯ」）の状態で、他の成分と混合
した。得られた分散液を、片面を表面処理したＰＥＴフィルム（厚み８０μｍ）に塗工装
置を用いて塗布し、７０℃、１０分の熱風乾燥して、厚み２０μｍのフィルム状の回路接
続材料を得た。
【００９１】
（実施例２）
　ジガルボン酸としてのイソフタル酸、テレフタル酸及びアジピン酸、ジオールとしての
エチレングリコール、ネオペンチルグリコール及び１、６－ヘキサンジオール、ジイソシ
アネートとしての４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートを、イソフタル酸／テレ
フタル酸／アジピン酸／エチレングリコール／ネオペンチルグリコール／１，６－ヘキサ
ンジオール／４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートのモル比が０．２１／０．２
１／０．５８／０．１９／０．５５／０．４６／０．３となるような量で用いて、上記手
順に従ってポリエステルウレタン樹脂Ｂを合成した。ポリエステルウレタン樹脂Ｂの重量
分子量をゲル浸透クロマトグラフィーによって測定したところ、６００００であった。ま
た、ポリエステルウレタン樹脂Ｂのガラス転移温度を実施例１と同様にして測定したとこ
ろ、－３℃であった。
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【００９２】
　ポリエステルウレタン樹脂Ａに代えて、ポリエステルウレタン樹脂Bを用いた他は実施
例１と同様にして、フィルム状の回路接続材料を作製した。
【００９３】
（実施例３）
　ポリエステルウレタン樹脂Ｂ５０ｇのうち２０ｇをフェノキシ樹脂（ユニオンカーバイ
ド株式会社製、商品名「ＰＫＨＣ」、重量平均分子量４５０００）に置き換えた以外は実
施例２と同様にして、フィルム状の回路接続材料を作製した。
【００９４】
（比較例１）
　ポリエステルウレタン樹脂Ａに代えて、ポリエステルウレタン樹脂Ａの合成の際に用い
たポリエステルポリオール（ガラス転移温度：８５℃）を用いた他は実施例１と同様にし
て、フィルム状の回路接続材料を作製した。
【００９５】
（比較例２）
　ポリエステルウレタン樹脂Ｂに代えて、ポリエステルウレタン樹脂Ｂの合成の際に用い
たポリエステルポリオール（ガラス転移温度：－５℃）を用いた他は実施例２と同様にし
て、フィルム状の回路接続材料を作製した。
【００９６】
（比較例３）
　ポリエステルウレタン樹脂Ｂに代えて、ポリエステルウレタン樹脂Ｂの合成の際に用い
たポリエステルポリオール（ガラス転移温度：－５℃）を用いた他は実施例３と同様にし
て、フィルム状の回路接続材料を作製した。
【００９７】
（比較例４）
　ポリエステルウレタン樹脂Ａに代えて、エステル基を有しないポリウレタン樹脂（ＤＩ
Ｃバイエルポリマー株式会社製、商品名「パンデックスＴ－８１７５」）（ガラス転移温
度：－３０℃）を用いた他は実施例１と同様にして、フィルム状の回路接続材料を作製し
た。
【００９８】
（回路部材の接続構造の作製）
　回路電極としてのクロム回路（ライン幅５０μｍ、ピッチ１００μｍ、厚み０．４μｍ
）５００本がガラス基板（コーニング社製、商品名「＃１７３７」）上に形成された回路
部材を準備した。この回路部材上に、実施例１で作製したフィルム状の回路接続材料を貼
り付け、７０℃、０．５ＭＰａで５秒間加熱及び加圧してこれを仮接着した。
【００９９】
　続いて、ＰＥＴフィルムを剥離し、ポリイミドフィルム（宇部興産株式会社製、商品名
「ユーピレックス」、厚み７５μｍ）上に銅回路（ライン幅５０μｍ、ピッチ１００μｍ
、厚み１８μｍ）５００本が接着剤層を介して接着された３層構造のフレキシブル回路部
材（ＦＰＣ１）を、フィルム状の回路接続材料上に載せ、１６０℃、３ＭＰａで１０秒間
加熱及び加圧した。これにより、ガラス基板を有する回路部材とＦＰＣ１とを、幅２ｍｍ
にわたって接続した。
【０１００】
　また、ＦＰＣ１に代えて、ポリイミドフィルム（宇部興産株式会社製、商品名「ユーピ
レックス　２５Ｓ」、厚み２５μｍ）上にライン幅５０μｍ、ピッチ１００μｍ、厚み８
μｍの銅回路５００本を直接形成した２層構造のフレキシブル回路板（ＦＰＣ２）を用い
て、上記と同様にして、ガラス基板を有する回路部材とＦＰＣ２とを、幅２ｍｍにわたっ
て接続した。
【０１０１】
　実施例２～３、比較例１～４で作製したフィルム状の回路接続材料を用い、上記と同様
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にして、ＦＰＣ１及びＦＰＣ２を、それぞれ、ガラス基板を有する回路部材と接続した。
【０１０２】
（接続抵抗）
　作製した回路部材の接続構造について、対峙している回路電極間の抵抗値（接続抵抗）
をマルチメータを用いて測定した。測定は、初期、及び８５℃、８５％ＲＨの高温高湿槽
中に５００時間保持する高温高湿処理後について行った。表１に、抵抗値１５０点の平均
値（ｘ＋３σ）を接続抵抗として示した。
【０１０３】
（接着強度）
　作製した回路部材の接続構造について、９０°で剥離するときの接着強度を、剥離速度
５０ｍｍ／ｍｉｎで測定した。測定は、初期、及び上記と同様の高温高湿処理後について
行った。
【０１０４】
【表１】

【０１０５】
　実施例１～３の回路接続材料を用いて接続した回路部材の接続構造は、初期における接
続抵抗が十分に低く、また、高温高湿処理後の接続抵抗の上昇もほとんど認められず、高
い耐久性を示した。中でも、ガラス転移温度が５０℃以上のポリエステルウレタン樹脂を
用いた実施例１の場合に、耐久性が特に優れていた。また、ガラス転移温度が５０℃未満
であるポリエステルウレタン樹脂を用いた実施例２の場合、高温高湿処理後において接続
が多少緩くなって、接続抵抗の上昇が実施例１よりも相対的に大きくなったものの、実用
的には許容範囲内であった。更に、ポリエステルウレタン樹脂と、ガラス転移温度が５０
℃以上フェノキシ樹脂とを併用した実施例３は、高温高湿処理による接続抵抗の上昇が実
施例１とほぼ同等程度に抑えられた。
【０１０６】
　実施例１～３は、ＦＰＣ１及びＦＰＣ２の何れの場合においても、初期及び高温高湿処
理後で６Ｎ／ｃｍ以上を維持した。この試験の場合、一般に、接着強度が６Ｎ／ｃｍ以上
であれば、実用的に十分と考えられる。実施例２と実施例３との比較において、ポリエス
テルウレタン樹脂の含有量がより多い実施例２は、実施例３よりも高温高湿処理後の接着
強度が優れていた。
【０１０７】
　これに対して、エステル結合を有しておらず、また、ガラス転移温度が－３０℃と低い
ポリウレタン樹脂を用いた比較例４は、高温高湿処理後に接続抵抗が大きく上昇した。ま
た、比較例４は、ＦＰＣ１を用いた接続構造においては比較的良好な接着強度を示したも
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のの、ＦＰＣ２を用いた接続構造においては高温高湿処理後に接着強度が大きく低下した
。比較例１～３は、接着強度は何れも６Ｎ／ｃｍ以上であり、少なくとも接着強度の点で
実用的に十分な特性を示さなかった。
【符号の説明】
【０１０８】
　１…フィルム状の回路接続材料、１ａ…回路接続部材、５…導電性粒子、１０…第一の
回路部材、１１…第一の基板、１２…接着剤層、１３…第一の回路電極、２０…第二の回
路部材、２１…第二の基板、２３…第二の回路電極、１０１…回路部材の接続構造、１０
２…回路部材の接続構造。

【図１】 【図２】
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